
石見地域スポーツ・文化等合宿支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、石見観光振興協議会（以下「協議会」という。）が、石見地域スポーツ・文

化等合宿支援事業補助金（以下「補助金」という。）について必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 石見地域において合宿を行う団体に対して、補助金を交付することにより、石見地域へ

の誘客を促進するとともに、観光産業の振興に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 合宿 共同で宿泊施設に宿泊し、スポーツ活動や文化活動の練習、研修を行うことをいう。 

（２） 宿泊施設 旅館業法（昭和 23年法律第 138号）第３条第１項に基づく施設、住宅宿泊事業

法（平成 29年法律第 65号）第 22条１項に基づく施設をいう。 

 

（補助事業者） 

第４条 補助事業者は、次条に掲げる合宿を行う団体とする。ただし、緊急事態宣言が発令され

ている都道府県、まん延防止等重点措置が適用されている地域又は自治体による外出自粛要請

が発出されている地域に所在する団体は対象外とする。 

 

（補助対象事業） 

第５条 補助の対象事業は、次の要件を全て満たす合宿とする。 

（１）石見地域内の宿泊施設に１泊以上すること。ただし、石見地域内に所在する団体につい

ては、所在地以外の市町での宿泊に限る。 

 （２）1泊あたり、宿泊者数が９名以上であること。 

（３）交付決定後に出発し、令和５年３月３１日までに帰着すること。 

（４）対象事業が、島根県、公益社団法人島根県観光連盟又は石見観光振興協議会が実施する

他の補助金を受けていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は補助の対象としない。 

 （１）政治的活動を目的とする事業 

 （２）宗教的活動を目的とする事業 

 （３）営利を目的とする事業 

（４）公式試合、大会に参加することを目的とした事業（公式試合、大会に参加後合宿を実施

する事業は除く） 

 （５）その他会長が適当でないと認めた事業 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、１人１泊あたり 1,000 円とする。ただし 1 合宿あたり 20 万円を限度と

し、補助金の総額については、予算の範囲内とする。 



（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、事前に補助金交付申請書（様式第１号）に以下の

書類を添付し協議会会長（以下「会長」という。）に提出しなければならない。 

（１） 合宿等計画書 

（２） 宿泊者名簿 

（３） 収支予算書 

（４） その他会長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第８条 会長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、審査の上、適当と認めたとき

は、補助金交付決定通知書（様式第２号）により補助金の交付を決定し補助事業者へ通知する。 

２ 前項の決定には、必要に応じて条件を付すことができる。 

 

（補助金の変更交付申請） 

第９条 補助事業者は、前条の交付決定後に事業の内容を変更又は中止する場合は、速やかに補

助金変更交付申請書（様式第３号）を提出し、会長の承認を受けなければならない。 

２ 会長は、前項の補助金変更交付申請書が提出された場合において、変更を承認するときは、

補助金変更交付決定通知書（様式第４号）により通知する。 

 

（実績報告） 

第 10 条 補助事業者は、補助事業が完了した日から 14 日を経過した日又は補助金交付決定のあ

った年度の３月３１日までのいずれか早い日に以下の書類を添付し補助金実績報告書（様式第

５号）を会長に提出しなければならない。 

（１） 合宿等実績書 

（２） 宿泊者名簿 

（３） 収支決算書 

（４） 施設等が発行する宿泊証明書（様式第６号）又は領収書 

（５） 誓約書（様式第７号） 

（６） その他会長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第 11条 会長は、前条の報告があった場合には、必要な検査を行い、その報告に係る補助事業の

実施結果が適正であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書

（様式第８号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の支払い） 

第 12条 補助金の支払は精算払とする。 

２ 補助事業者は、補助金の支払いを受けようとするときは、補助金請求書（様式第９号）を会

長に提出しなければならない。 



（その他） 

第 13条 新型コロナウイルス感染症対策を実施すること。また、保健所からの調査、指導等があ

った場合には、全面的に協力すること。 

２ この要綱に定めるもののほかは、必要な事項については、会長が別に定める。 

 

附則 

 この要綱は、令和３年６月 21日から施行する。 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


